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〈論文〉

自治体行財政改革の行方
-1970年代の大津市の先駆的取組と今日の多治見市の事例から一

はじめに

く研究の目的〉

2012年度、大津市の財政は決算において経常収支

比率が90%を超えたD これは総務省が発表している

市町村総計による平均数値よりも高い数値である。し

かも図表lに見るように臨時財政対策債の分を経常

的な収入から差しヲ|いて計算してみると、経常収支

比率は 1∞を超えることになる。こうした数値を見

れば大津市の財政は将来世代との公平性の観点、でみ

れば看過できない状況にあると言えよう。

ところで、この 90%を超す経常収支比率の数値は

大津市にとって 1975年以来、 37年ぶりの高い数値を

示している。ちなみに 1975年度は9億25∞万円も

の巨額の赤字を出した年だった。

当時の大津市の状況を少し覗き込むと、高度経済

成長期にあった昭和40年(1965年)代、大津市の財

政は大企業とその関連産業による法人市民税の急成

長に支えられ膨張を続けていた。

一方で、市民福祉の要求は強まり公害問題が声を

大きく叫ばれていた時代であり、またインフレの進

展から職員の給与も急激なベースアップに繋がって

いた時代であった。

そういった経常経費の増加に伴う市財政の硬直化

がじわじわと進行する中でのオイルショックが影響

し、耐えきれなくなった結果の赤字であり経常収支

比率の高さからくる赤字だけに、市財政の構造を根

古尾谷雅博

本的に見直さないと赤字累積が続くといった事態を

意識しなければならない性格を持ち合わせる赤字で

もあった。

そんな赤字経営から大津市は一つ特色をもたせた

財政改善への取組をおこなった。こうした事態にお

いて、多くの自治体がとる方法は財政再建のための

幹部職員による委員会や協議会、あるいは外部有識

者による諮問機関などをつくり処方筆の対策をゆだ

ねるというのが一般的である。

しかし当時の大津市はそういった手法を取らず、一

般(ヒラ)の職員による大津市財政委員会を立ち上

げている。同委員会の構成は6人で、そのうち長と

呼ばれる職に就くのは市土地開発公社事務局長の一

人だけで、あとは財政や企画、管財や税務の各課か

らー名ずつの委員会であった。

当時こうした方式で財政委員会を立ち上げ、しか

も一定の結果を導けたのは紛れもなくこの2名の教

授の支えがあったからだろう D

一人は加藤一明(行政学)関西学院大学教授であり、

もう一人は加藤芳太郎(財政学) 東京都立大学教授

(いずれも当時)であった。

しかし、当時からすでに 35年以上が経過し、かつ

てこういった経験を持つ大津市だが、現在の大津市

では当時の財政委員会に関する資料は全くと言うほ

ど残されていない。また、現職の職員で当時の取組

を記憶する職員は誰もいなし、

となれば、現在においてこの財政委員会が導いた

図表 1 大津市の経常収支比率(基本数値)および、臨時財政対策債などを

一般財源から外した経常収支比率(実質)の推移。
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さらに、 2040年日本の総人口について、国立社会

保障人口問題研究所は 1億7∞万人になると発表し

た。 2010年を 100とした時に、0.84という指数である。

人口規模と経済成長の相関については、一般的に

他の条件が一定であれば、人口が多いほど、全体と

しての経済規模が拡大し、同一製品の生産規模拡大

等による生産性の向上が期待できる。反対に、総人

口が減少に転じれば経済の規模も縮小し、このよう

な規模の経済による経済効果が失われる可能性があ

るとされるからである。

こうした事から、人口減少社会において日本の経

済は楽観視できない現状が見えてくる。

ところで、日本での少子高齢化は今後ますますそ

のペースを加速させると予測されている。こうした

傾向が財政に与える影響は、年金保険料等を支払う

層の生産年齢人口(15-64歳)の急減と、年金を受

け取る層の老年人口 (65歳-)の急増は明らかである。

事実、生産年齢人口は 1995年に約8，7∞万人に達

したが、その後は減少が続き、 2010年には約8，200

万人まで減少している。

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、減

少ペースは今後さらに加速し、 2017年にはピークか

ら1，2∞万人減少の約7，5∞万人、2026年には約7，∞o
万人、 2050年には約5，αm万人に減少すると見られ
ている。要は2026年の水準は1968年(昭和43年)

前後の水準に戻る見込みとなるo

こうした事から、今後は現役層の負担が急速に増

加する見込みとなり、 1980年台前半は現役層約7人

で高齢者1人を支えていたが、 2017年には約2人で

l人を支える試算となっており、現役層の負担が急速

に増す事が予測されている。

園の露出{純計ペース)

そんな将来を国・地方ともどう考え、対応するのか

方針をきちんと決めないで先送りしてしまうと、将来

対応不可能な事態に陥っていく可能性は否定できない。

1-3 国・地方聞の財政制度の問題

日本の政府間財政関係の特質としては2つある。

一つは他の固と比べて、国よりも地方の歳出の割

合が高い事であり、もう一つは中央から地方への移

転支出の割合が高いことである(図表6)。

まず市民が支払う租税は所得税・法人税・酒税な

ど国に対して納める国税と、住民税・固定資産税・

など都道府県や市町村に納める地方税に分けられる。

この国税収入のうちの一定割合は地方交付税として

固から地方へ移転される。

これは財政調整をともなった一種の分与税であり、

地方からすれば本来地方の税収入とするべきである

が、団体聞の財源の不均衡を調整し、すべての自治

体が一定の水準を維持しうるように財源を保障する

考えから国税として国が地方に代わって徴収し、す

べての地方団体が一定の水準を維持しうるように財

源を保障する見地から国税として国が地方に代わっ

て徴収し、一定の合理的な基準によって再分配する

地方税であるという見方をとることもできるJ}
さらに、この他に固から地方へ移転される財源と

して、その使途を特定し一定の補助率で交付される

国庫支出金がある。

これらの財源が固から地方へ移転された結果、歳

出ベースでみると、固と地方の比率は支出内容につ

いて国から地方へ移転された結果歳出ベースでみれ

ば、固と地方の比率は約2対3(4対6)となる。

問題は地方から地方交付税や国庫支出金が固から

地方の歳出{純計ペース}

96. 2兆円

58. 4%  

E詔:会也ヌヨr
55:45 

42:58 

園民へのサービス還元

固と地方の歳出総額(純計)= 1 64. 7兆円

図表 6 (1)国・地方問の財源配分(平成23年度)

出典:j総務省HPr地方財政関係資料Jより



自治体行財政改革の行方 193 

地方へ移転されるとき、支出内容について固から地

方への関与・が入ることである。例えば、国の補助金

を利用し、地方が笑施する補助事業は国が定めた全

国共通のルールに基づいて施行されることが求めら

れたりもする。地方に補助金を出している以上、国

の定めた全国画ーの基準に則して、事業を進める事

が求められるわけである。

他方、地方交付税についてもその算出方法ゆえに、

地方の枠組みを規制しているという側面がある。各

地方自治体が、 一年聞に必要となるであろう需要額

を算定し、地方の税収がこれに満たない場合に、そ

の差額を穴埋めするのが普通交付税である。

しかし、その需要額は国が決めた算出式をベース

に見積も られるので、地方独自の需要は需要とは算

出されない。要は国が認めない限り、その財源の保

障はないという事である。

逆に考えれば、国の算定式に乗る計画を立案し、国

が認めれば必要な財源は保障の内側にあるとなる 03)

そして、需要額と税収額との差額を交付税で補て

んしてもらえる以上、地方は新たに事業を計画した

からといって、必要な費用を賄うために、住民税の

税率を上げるといった徴税努力をする必要が生じて

こない。

しかし、先にあげた国の財政状況の中において、こ

うした固による暗黙の保障がどこ まで続くかは不透

明になってきている。

1-4 地方財政の現状

地方財政において、国と地方での債務残高と税収

の倍率を見ていくと、交付税調整後に国は税収の23.1

倍の借金がたまっている状態であり、地方は4.2倍の

借金がたまっている状況にある(図表7)。
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{注)長期債務残高I立、国:地方とも、平成25年度末の見込額である.
交付税及び1高与税醍布金特別会計の借入金は、地方負担分であること
から、地方に計上している.
聞と地方の基礎的財政収支、国とj也方の財政収支についてはf中長期
の経済財政に関する鼠3軍J(平成25年8月8日 内鰯府)

図表7 債務残高と税収の比率(平成25年度)
他のG7諸国は、闘:2 -5倍程度、 地方 1-3倍程度

出~I↓ .財 務省 財政データ一覧よ り

これは破綻に追い込まれた夕張市でも、税収と借

金の比率は 10倍程度の倍率であり、国の財務体質は

極度に悪い状況であることがわかるol}

こうした数値を見る限りにおいては、地方は固と

比べれば、 一見かなり健全な財政状況にあるように

みえる。

しかしながら地方財政は、約 1，800の地方公共団体

の財政の総計であり、その多くは財政力の弱い市町

村からなり、地方財政の財源不足は地方税収等の落

込みや減税等により 1994年度以降急激に拡大、 2003

年度には約 17兆円に達した。

2013年度は、地方税収入や地方交付税の原資とな

る国税収入が一定程度地加する一方で、社会保障関

係費の自然増や公債費が高い水準で推移する こと等

により、財源不足は約 13兆円に遥している。

また、地方財政の借入金残高は、減税による減収

の補てん、景気対策等のための地方債の増発等によ

り平成25年度末には201兆円、対GDP比も 41%と

なり平成3年度から 2.9倍、131兆円の増となっており、

厳しい財政運営が見えてくる。

さらに経常収支比率で見てみると、 地方自治体の

財政の硬直化は顕著に表れる。

経常収支比率とは、経常的な一般財源のうち経常

経費に充当 している制合であり、具体的には、税や

普通交付税などの毎年度経常的に収入される一般財

源のうち、人件費や公債費など、毎年度決まって一

般財源を充てる経費がどれだけあるかという事をさ

す。 この比率が高まるほど、財政には必要不可欠な

支出が多くなり、他に使える財源に乏しい事を示し、

財政が硬直化している事を示す。

この経常収支比率において、1990年度では市町村・

都道府県とも約70%程度と財政には弾力性が見られ

たが、 1995年には地方自治体の総計において82.4%

と一般的に望ましいとされる 80%未満を上回った。 5)

その後、 2002年度には総言|において 90%を超え、

2004年度には市町村も含めて 90%台とな り、 2009年

度においては93.8%と財政の硬直度はピークに達した。

2010年度総計においては 90.5%と持ち直しを見せ

るも、 2011年には総計にて 92.6%と反発し、 2012年

総務省速報においては、市町村が前年度0.4%増の

90.7%と発表された。

地方財政は今や、今ある行政サービスを維持する

だけでも大変な状況であることが分かる。

臨時財政対策債の問題

先にも述べたが、地方交付税の財源には、所得税

や酒税などの一定割合が充てられている。しかしこ

の制度は景気や消費の動向によ って、地方交付税の

原資が大きく変動するといった特徴もある。

こうした制度的な欠点を補うため、 国は1975年度
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以降、地方財源の不足が予測される場合には、地方

交付税特別会計で国債を発行し、資金を借り入れ、地

方交付税の交付総額が短期的に大きく変化しないよ

うにする対策をとった。

しかし、この制度の下で交付税関連の国債残高は

50兆円以上にも累増し2∞1年度の地方財政対策の見
直し以降、抜本的な見直しが行われ、固と地方の責

任の明確化や園、地方を通ずる財政の透明化を図る

ため、不足額を固と地方で折半し、地方分について

各団体で地方債を発行して補てんすることとされた。

この地方債が「臨時財政対策債Jで、地方財政法
第5条の特例による地方債で、一般的に赤字地方債

である。

臨時財政対策債は形式的には各地方自治体の借入

となるが、実質的には、元利償還金全額が後年度の

地方交付税に算入されるため、地方交付税の代替財

源とみなされる。

ただし、あくまで「発行が可能Jなものであって「発
行しなければならないjわけではなく、地方公共団

体の責任と判断で発行されるものである。

臨時財政対策債残高の水位はグラフで見てみると

増加の一途をたどり、近年36兆円と一般会計債務残

高の25%を占めるようになった。

さて、この臨時財政対策債は当初、 3年間の時限的

処置であったのが、地方交付税の原資不足が解消き

れないことから、現在に至るまでその措置は延長さ

れ、平成25年度までとされている。

この臨時財政対策債は通常、経常一般財源とみな

して算定され、その分経常収支比率は引き下げられる。

しかし、補助金と違い実額で財源保障されるわけ

ではなく、後年度の公債費を 100%地方交付税で算定

されるといった取扱いのため、 2ωo年以降地方交付
税の総額はその伸びが抑えられており、実質の保障

があるかどうかは未確定要素がある。

こういった事から、経常収支比率の水準は表面的

な数値より潜在的にはより高いと言えるわけであり、

臨時財政対策債を経常一般財源から控除した場合は、

2010年度は総計において103.4%、市町村で97.5%と
大幅に上昇することになる。

こういった事から、総務省方式の決算カードにお

いても臨時財政対策債を経常収入として入れない経

常収支比率とのこつを明記されており、臨時財政対

策債を安易な財源と考えないように暗黙の自制が求

められている。

以上のような事から、地方財政の現状は既に臨時

財政対策債といった普通に見ていては解りにくい将

来負担に支えられた財政運営をしており、さらには

少子高齢化問題などによってさらに厳しくなる事が

明らかである。

また、地方財政は2∞0年の地方分権一括法固など

によって独立しているかのように思えるが、今も国

による暗黙のコントロール下に置かれるといったジ

レンマに苛まれている。その一方、国の保護下にあ

るとの根拠のない安心感に蝕まれ、自律の道を自ら

閉ざしているといっていい。

しかし、先にも挙げたように、国の保障は今や揺

らいでいるのは明白である。

1-5 地方議会

こうした状況にあって、地方議会はどのような認

識を持っているのだろうか。 2(削年12月、東京で、「聞

かれた議会をめざす会Jといったシンポジウムが聞
かれ、長年地方議会ウォッチを続けている住民4団

体が「ダメ議員トップ3Jを「仕訳jした。この分析

ないし批判から、今日の地方議会と地方議員の行動

や意識の一端をうかがうことができる。

各団体の批判はこうである。

0くにたち市議会を見ていく会

強いて言うなら、まず利権を追求するとか威張る

人とか人格的に問題のある人は当然だめだというこ

とを前提にした上で…品

1) 自分は市民代表だと公言し、市民参加をいやがり

支持者の顔ばかりみる議員。

2)自分の言うことが正しいと信じて人の意見を聞か

ない議員。

3)人の良いだけの人。利用されるだけで役に立たな

い議員。

O多摩市議会ウォッチングの会
1)部分の最適だけでものいう議員。全体最適を無視

する議員。

そのお金(財源)はどこにあるの(と聞きたい)? 
それは他の人に言ってちょうだいということか。

2)専門分野を持たないで、勉強しない議員。

3)風見鶏議員。自分の信念はどこにあるのだろうと

思うような議員。

Oえぴな市民オンプズマン
1)議員の器じゃない議員。つまり政策に対する理解

力、調査能力、言語力がない議員。

2)市長や職員にへいこらする議員。

3)議会を朗読の場だと勘違いするヤツo 人に作って

もらった原稿を、職員と交互に朗読し合う。

0相模原議会をよくする会
1)職員の作成した質問を代読する人。

2)行政のチェックをする意欲のない人。
3)税法、財政に通じていない人。 ω

これは、 l年を通じて自分たちが住む地方議会を一

般市民が見続けた後の率直な意見である。

かなり過激な言葉もあるが、自分たちの住む街を

良くしたいと思った時に出てきた率直な感想なので

あろう。
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また、 2011年の毎日新聞 WEB新書において、 r3

ない議会Jrこんな議会はいらないJと題され知事や
市長の提案議案を4年間で1つも否決したことのな

い議会は全国の 50%であり「ていたらくがはっきり

した。Jと紹介されているon
では、議会とは一体どういった役割を担って存在

しているのか。

地方自治法や憲法の条文から、その根拠を探って

みる。

地方議会の持つ役割

国の議員内閣制と異なり、地方自治体は二元代表

制をとっている。独任制の首長とその一翼を担う議

会は、執行機関とは独立・対等の関係にあるとされるo

さらには市長と議員の被選挙権について、公職選挙

法の第十条では第十条において

一都道府県の議会の議員についてはその選挙権を

有する者で年齢満二十五年以上のもの

四 都道府県知事については年齢満三十年以上の者

五市町村の議会の議員についてはその選挙権を有

する者で年齢満二十五年以上のもの

六 市町村長については年齢満二十五年以上の者

と書かれ、都道府県議会議員と市町村議員について

は「その選挙権を有する者で」と付け加えられている。

選挙権は同法の第九条二によって「日本国民たる

年齢満二十年以上の者で引き続き三箇月以上市町村

の区域内に住所を有する者は、その属する地方公共

団体の議会の議員及び長の選挙権を有するjとある。

解りやすく言うならば、知事・市町村長はその街

の住民でなくてもよいが、都道府県議会議員と市町

村議会議員はその街の住民でないといけないとわざ

わざ加筆されており、地方議会は住民の代表として

の意味合いがより強調されているo

さらに、地方自治法第第百四十八条では「普通地

方公共団体の長は、当該普通地方公共団体の事務を

管理し及びこれを執行する」とされ、憲法第九十三

条には「地方公共団体には、法律の定めるところに

より、その議事機関としての議会を設置する」とされ、

首長は地方公共団体の代表であり、議会は立法機関

や、監査機関などではなく議事機関とされている所

から、自治体の意思決定を議論する機関であるとす

るのが素直であろう。

とはいえ、住民の直接選挙により選出される長と

議会は、両者とも住民を代表する機関であるo その

違いは長が独任制であるのに対して、議会は複数の

代表で構成された合議制の機関であることに大きな

違いがある。

さて、複数人によって構成された議会には、住民

の多様な要望などに対しての民意の反映や利害調整、

民意の集約などによる意思決定が求められている。

憲法で書かれている議事機関としての役割、要は

地域社会の課題や論点を明らかにしながら、議会に

よる合意形成と議会による政策決定が期待されてい

る。

そして、地方議会が前述の基本に立ち返るために、

第28次地方制度調査会の答申では、議会の権限につ

いては、地方自治法第96条第 1項において、この答

申を踏まえ、議長への臨時会招集請求権の付与、委

員会への議案提案権の付与など、地方の自主性・自

律性を拡大することを要請し、それを受け平成 18年

9月に地方自治法が改正された。

また、平成23年4月28日に地方自治法の一部を

改正する法律が成立し議決事件の拡大等の措置が講

じられ議会の役割を積極的に果たすよう、議会の権

限が見直されてきている。

現在、地方分権を推進する動きによって地方自治

体の自主・自律がより一層求められることとなり、議

会の政策形成機能の充実が重要になっている。

そのために議会は、議案の提案・修正、意見書・

決議による議会意思の表明など政策決定における大

きな権限を有しており、その権限を発揮するために

は議決が必要になる。

要は、多様な意思を持った市民が納得する議決を

行うには、議員同士の議論が不可欠なのである。

合議体である議会では、議員同士が議論すること

によって、地域の課題や民意の確認がなされ、これ

らの多様な意見を調整しながら合意形成に至ること

で、より多くの市民が納得できる意思決定が可能で

ある。

地方議会の抱える課題・問題点

前述によるような条文の解釈をすれば、地方財政

に対しても議会は重要な役割を担うべきであり、議

会が責任を持つべき事項である。

なぜなら知事や市長といった首長は、条文解釈に

おいては決定事項を執行する立場にあり、最終決定

権は議会に付されているからであるo

そして、その権限に対応し、議会としての能力を

発搬しようと改革を試みている議会がでできている

ことは確かである。しかしまだごく一部であり、大

半は、第29次地方制度調査会の答申でいうごとく、「議

会は、多様な民意を反映しつつ、団体意思の決定を

行う機能と、執行機関の監視を行う機能を担ってい

るが、十分にその役割を果たしていないのではない

かなどの指摘がなお見られるところである。jという

実態にあるo

今後、市長や知事よりも、市民の代表といった意

味合いが強く持たされたこ元代表制の一翼を担う議

会には与えられた機能を発揮することが望まれてく

るo
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そんな議会は広く市民の意見や要望を把握し、そ

れらを持ち寄りながら議論することにより、当該自

治体の課題を明確にし、当該自治体を先導すること

が必要である。

そういった中において大津市は2013年のマニフェ

スト大賞においてグランプリを頂いた。

マニフェスト大賞とは、これまで注目を集めるこ

との少なかった地方自治体の首長、議員や地域主権

を支える市民の活動実績を募集・表彰し、発表する

ことで、地方政治で地道な活動を積む人々に名誉を

与え、更なる政策提言意欲の向上につながることを

期待し創設され、事務局は早稲田大学マニフェスト

研究所内に置かれている。

グランプリに選考された要因としては、大津市議

会は専門的知見の活用や大学との地域連携協定締結

において、政策過程全体の中に明確に位置づけ、そ

れを可能とするために、「政策検討会議アドバイザー

制度Jとして制度化し、「大津市子どものいじめの防
止に関する条例」はその成果の lつである。 その際

には龍谷大学との地域連携協定が重要な役割を果た

し、一方的な活用ではなく、 Win-Win関係を構築し

ようとしていることも特徴である。

また、これを活用する舞台として交渉会派から提

案に基づき、議会運営委員会で賛同が得られた場合

に各会派から 1名程度(一人による会派も会派とみ

なす)が参加し政策検討会議が設置され、所属会派

の大小や、議員年数に関係なくワークショップなど

の技法を含んだ自由に意見を出し合える政策検討の

場が設置されていた事が高く評価された事がグラン

プリに輝いた結果であると講評をいただいている。

そんな大津市議会でもまだまだそうであるが、現

在の地方議会は、本会議や委員会の運営において、議

員が個々に執行機関へ疑問点を質すことに終始して

おり、議員聞の協議はほとんど行われていないのが

偽らざる現状にある。

議会から議案等で政策の提案を行たり、議会とし

て執行機関の提案に対する積極的な改善・修正を行

うことが少なく、執行機関の提案を議決するという

受け身の状態にあるとの批判が多いのは確かである。

そんな実情から 50%もの地方議会が修正・否決を

行った事がないといったデータで現れてくるのであ

る。

自治体が抱える今日の状況に対して、地方議会も

責任をもつべき事を確認して先に進みたい。

2章 1975年におこった大津市の

財政危機と改革

2 -1 1975年当時の地方財政の概要
ここでもう一度、 1970年当時の日本の地方財政状

況に立ち戻ることにする。

1975年度の経済見通しと経済運営の基本的態度に

よれば、 1975年度は、国の経済を高度成長から安定

成長路線に円滑に乗せるためのいわゆる調整期間に

当たり、インフレと不況が交錯する世界経済にあっ

て、まず物価の安定を図ることが経済政策の最重要

の課題であるとされた。

財政関係では、国においては地方財政補正措置等

により地方財政計画ベースにおける所要の財源を確

保したが、従来の高度成長期にみられたような計画

を上回る収入は大幅に減少し、歳入総額は極めて低

い伸びになったことである。

第二次オイルショックの影響を色濃く受けた 1975

年の地方財政は、戦後最大の不況と、これに対処す

るための諸施策の影響を受けて、大きな特色のある

ものとなっていたのは明らかで、戦後初めて地方税

が前年度より減少するという困難な事態に遭遇して

いる。

いっぽう歳出においては、諸経費の節減合理化が

図られ、増加が抑制されたが結局、実質収支では全

体として前年度に比べ黒字額が大幅に減少したばか

りでなく、都道府県及ぴ大都市においては全体とし

て大幅な赤字に陥っていたロ

また、実質収支の赤字国体数は、都道府県におい

ては全体の半数を超えており、また市町村において

も、大都市、都市等を中心に赤字団体が相当増加す

る等、 1975年度はオイルショックの影響から厳しい

地方財政は如実に反映した。

財政構造においては、歳入で一般財源の割合が著

しく低下し、歳出では人件費を中心とする義務的経

費が大幅に増大する等、財政の硬直化が進行してお

り、地方債等の増加により将来に大きな財政負担を

残した年でもあった。

財政の硬直化を表す経常収支比率でみてみると、

1973年に若干低下したほかは、 1970年度以降逐年上

昇し、特に 1975年度においては、経常経費の伸びが

経常一般財源の伸びを大幅に上回ったことにより、前

年度 (75.9%)より急激に 00.7%)上昇し、 45年度

(67.1 %)を 19.5%も上回る 86.6%と極めて高い率を

示すに至っている。

自治体別にみると都道府県において、 1970年度に

は65.3%であったのに対し、 1975年度は89.3%とな
り1970年度を24.0%も上回っている。

一方、市町村においては.1970年度には69.8%で、あっ

たものが、 50年度には83.4%となっており、 45年度

を13.6%上回っている。

この過去5年間の動きを都道府県と市町村で対比

してみると、都道府県の上昇幅が市町村のそれを相

当上回っており、その結果、 1974年度までは都道府

県の経常収支比率が市町村のそれを下回って推移し
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ていたものが、 1975年度には逆にかなり上回るもの

となっている。

1975年度は、減収補てん債の発行が許可されたが、

これを経常一般財源収入に加算して算出した場合に

も81.0% (都道府県81.6%、市町村80.3%)だった。

次に、自治体の比率を個別にみると、まず都道府

県においては、 全団体において前年度より上昇して

おり、 100%を超える団体、要は経常一般財源収入の

みでは経常経費を支弁するために必要な一般財源が

不足する団体が、神奈川県 (1043%)及び東京都(102.7

%)の2団体(前年度皆無)となったほか、 90%台8

団体 (皆無)、 80%台27団体 (5団体)、 70%台10団

体 (38団体)となっており、前年度は4団体あった

60%台の団体は皆無となっている。

さらに、減収補てん債を経常一般財源に加算した

場合でみても、 100%を超える団体は無いが、京都府

を除く全ての団体において前年度より上昇している。

市町村においては、 100%を超える団体が102団体

(52都市、5011町村)となっており、前年度の50団体(26

都市、 24町村)に比べて倍増している。

また、経常収支比率上昇の原因についてみると、前

年度までの上昇は、経常一般財源総額もかなりの増

加率 (1971年度13.9%、1972年度19.8%、1973年度

26.6%、1974年度29.2%)を示したものの、経常経

費充当一般財源がこれを更に上回る大幅な増加率

jillE22 
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56.5 }奇九
人t千賀l'.::I.i
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4t  
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日γ 
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〈注〉 合計及び市町村には、特別区及び一部事務総

合が含まれていなL、。

図表8 経常収支比率の推移
出Jll!.総務省 Ilßf日 52 年度版地方財政白1!~:より

(1971年度19.1%、1972年度20.3%、1973年度25.1%、

1974年度41.1%)を示したことによるものであった

のに対し、 1975年度の上昇は経常経世充当一般財源

の増加率 (14.6%)は前年度までに比べればかなり低

くなっているものの、経常一般財源の増加率が前年

度までに比べ極めて小さくとどま ったといった特徴

もみられる。

さらに、経常的な人件費に充当された一般財源の

経常一般財源に対する割合をみると、 1970年度の

43.8%に対し、 1975年度は56.5%と 1970年度を

12.7%上回っており、経常収支比率の上昇l隔19.5%の

ほぼ3分の2がこの人刊こ費の比率の上昇分によって

占められている。

これを都道府県、市町村別にみると、都道府県に

おいては、 1970年度の 46.4%に対し。1975年度

64.8%と18.4%上昇し、経常収支比率上昇l隔のほほ4

分の3を占めており、市町村においては。 1970年度

の40.0%に対し、 1975年度46.9%と6.9%上昇し、経

常収支比率上昇幅のほぽ2分の lを占めている。 x)

以上のように、人件費を始めとする義務的経費が

歳出総額に占める割合においても、 一般財源充当額

の構成比においても増加している事実からも、また。

経常収支比率が急激に上昇している事実からも、 1975

年度において地方財政の硬直化がかなりの勢いで進

行した年度でもあった。

2 -2 1975年当時の大津市の概要

1975年度は革新市長であった山田耕三郎市政の l

期目最後の年であり、山田市長は自他ともに認める

福祉施策に重点を置いた市長であった。4守に 1974年
には「乳幼児検診・大津1974年方式」、 「障害乳幼児

対策・大津1975年方式」など、全国でも先進的な児

童福祉政策を行ったことは有名で、財政が苦しいな

かでも福祉施策に対しての充実サーピスを展開して

いたことは今も評価が高い。

さて、当時の大津市は人口 19万人余、 52300余世帯。

日本最大のiMlである琵琶湖の南端に位置する県庁所

在地で北は京都市左京区、南は京都府宇治田原町に

県境を接し、琵琶湖に沿って南北細長い地形であり、

市域北部は関西でも数少ないスキー場のある比良山

系、丹波山系の谷間に及ぶ。

京都に近く琵琶湖や仏教の聖地・比叡山延暦寺が

ある事から、年間900万人もの観光客が訪れる歴史

深い都市である。いっぽう京都へJR(当時は国電)

で十数分という地理的状況は、京都の影響を強く受

ける宿命を持っていた。9)

京都や大阪へ通勤する大津市民は多くそれは現在

にも続き、また総合大学はなく大学生の多くは京都

の大学へ通っていた。

人口増加は明治31年の市制施行・以来近隣町村-の合
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!日大津市 市制当時

旧滋賀村 昭和7年合併

一118石-山村 昭和8年合併

18雄琴村

旧坂本村

!日下阪本村
昭和 26年合併

i日大石村

!日下回上村

18瀬田町
昭和 42年合併

旧堅田町

旧志賀町 平成 18年合併

琵琶湖の境界確定 平成 19年告示

図表9 大津市の合併の歴史

1:1:1典:大津市HPより

。1:を続け市域を広げて来た結果であり、支所の数は
17を数えた。

人口培s加は、国鉄 (当時)東海道延線と国鉄湖西

線沿線上で大規模団地の開発など住宅開発が進んだ

背景もある。

市の中南部で琵琶湖から唯一流れ出る天然の川で

ある瀬田川の入り口付近では早くから繊維産業が栄

え、西岸には東洋レーヨン (現東レ)、右岸には大手

電機産業などが工場を構える一方、北・南部は農林業、

さらには琵琶湖岸では漁業が栄え、都市と農林漁村

の顔を持ち合わせた多様な都市であった。

そんな大津市の財政へ、 1973年におこったオイル

ショ ックの影響がすさまじく襲った。

市債残高は 1972の46億 6756万余りから 151億

8654億円余りへと、 105億 1897万円余りの 3.2倍以

上となっており、オイルショックによる影響を凌ぐ

ために、 急激に市債の発行によって賄おうとしてい

た事が見て取れる。

しかし、耐えきれなくなった市の財政は 1975年に

赤字転落へと落ち込むことになる。 というのも、市

財政の一翼を支えていた法人市民税は、 1974年度と

比べ約 3憶 3200 万円の減収という 7r~で表れ、 1974 年

度の法人市民税納付額の上位20社中4社がo(ゼロ)
へ転落してしまった。

4 キ~:の中には納付税額がトップを走り続けていた会

社も含まれ、その会社だけでも 2億 2千万余りの減

収であった。川

(単位千円)

1974年度 1975年度 差

A:f土 227.243 。ー227.243
B社 77.208 125，070 47.862 
C社 61.128 44.858 一16.270
D社 49.997 37，362 一12.635
E社 33.192 35.641 2.449 
F社 32.635 。-32.635 
G社 29，382 2，591 -26，791 
H社 28，670 37.124 8.454 
l社 27.377 16.207 ー11.170
J社 14.509 2.657 一11.852
K 宇土 12.068 8.656 一3.412
L社 11.156 4.551 -6.605 

M t:土 11.017 15.334 4.317 

N :t:土 9.609 4.804 -4.805 

O:t:土 9.466 。 -9.4661 
P社 9.452 21.386 11.934 
Q社 9，320 69 -9.251 
R社 7.389 。 -7.389 
S社 7.051 11.168 4.117 
T社 6，772 87 --6.685 

計 674.641 367.565 -307β76 
※資料lま1974年当時の法人市民税トップ20の変化

図表 10 法人市民税(均等割りのぞく)の変化
111典:事例 ・地方自治 第一巻行政改革中の添付資料

より 銑者作成
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8月時点での決算予測はマイナス 20億円にも及ぶ

大赤字の様相が見え隠れし、 9月補正においてかなり

の荒療治をしてマイナス 12億余りまで縮減の目途が

でき、結果、マイナス 9億2500万円にまで縮減する

ことができた。

2 -3 1975年からの、赤字脱却へ向けた大津市の

改革

大赤字の背景から中期ビジョンの策定を目指した

財政委員会に発足させたが、財政委員会は先述のよ

うに、ほとんどをヒラ職員によって構成された事に

特徴付けられる。山

なぜこの財政委員会は、ほとんどヒラ職員によっ

て組織がつくられたのか。

自治体の財政改革は民間企業に比べ、難しい課題

を持つ。というのは自治体にとっての財政再建は必

要な行政サービスを確保し、いかにして財政を立て

直すかが課題であり、場当たり的な一時凌ぎ策では

住民にとってサービスのリストラ的な切り捨てや値

上げとしか映らないからである。そういった市民感

情を抱かせずに財政再建を行うには、自治体の行政

全体を総点検して、無駄を省き、過剰サービスを整

理し、事務事業の優先順位を明確にする必要があり、

そうした取り組みがあってはじめて財政の立て直し

は可能となる。

そういった観点から上記の課題を達成するために

は、市職員全体に危機的な財政状況を共有させよう

との狙いが込められ、上記のような組織メンバーに

なったのである。

1975年当時は助役でその後市長になった故山田豊

三郎氏は後日談として、「自治省では、税金を市職員

でヤマ分けしていると言われた。また、気の毒だとは

言ってもらえても銀行もお金を貸してくれず、突かれ

ると痛い部分もさらけ出さなければ再起はないと，思っ

た。市と議会だけでコソコソやっているのではどうに

もならない状態だ、ったjとの言葉を残している。 ω

以上からわかるように大津市財政はオイルショッ

クの影響によって激しい財政危機の荒波にもまれて

おり、上司や外部からの指示だけでは財政危機は乗

り切れないとの判断があったのだ。

また2名の大学教授が継続的に指導、理論的に筋

の通った改革を導いたことも確かであった。

最初におこなったのは財政分析である。会議は何

度も何度も開催され、出された結果は市の財政状況

を的確に把握した。問委員会はまず、市の財政構造

について下記のような分析をした。

[歳入構造]

1975年当時は、自主財源、一般財源の構成比とも

に高く望ましい収入の姿をしているが、経常的収入

の構成比が年々下がり、類似都市ではほぼ一定水準

を維持している。

逆に絶対額を見ると一般財源、経常収入額は類似

都市より大幅に上回っており、大津市は 1974年時点

では非常に恵まれた財政収入をもっているといえる。

市税の占める割合が高く財政力指数は常に1.0前後

を上下しているが、市税の歳入全体に占める割合は

毎年低下し、 1974年度に類似都市と構成比が入れ替

わっている。

税収が減れば交付税によって補填されるが、大津

市の法定普通税と普通交付税を加えた歳入決算額構

成比でみると 1972年以降、大津市は類似都市より下

回っている。

諸収入では競輪による収益が類似団体より大きく、

宅造協力金が諸収入の中で占める割合も大きい。

そして問題は、 1973年・ 1974年と地方債の占める

割合が急増し類似都市よりも高くなっているため、公

債比率が1975年度に 11.3%と危険信号と言われる

10%を超えたo 今後、地方債の発行は極力抑える必

要があり、必然的に普通建設事業の圧縮につながら

ざるを得ない。

また、国・県支出金の割合が低く単独事業が大津

市の場合は多すぎると想像でき、この財源を地方債

に依存してきた事がうかがえるo

大津市は、表面的には類似都市より富裕団体ではあ

るが、 1974年以降、類似都市以下に転落しつつある。ω

[歳出構造]

公共施設の状況は類似団体を上回っているo

1970年度-1974年度までの各性質別決算状況をみ

ると、 1970年を 100として類似都市と比べると大津

市は公債費、扶助費、補助費等、投資的経費の順と

なり人件費は類似都市より伸び率は低い。

しかし、絶対額では投資的経費、人件費の順になる。

人件費は伸び率がほぼ同じなのに絶対額では1.13

倍増加している。扶助費は伸び率1.5倍に対し絶対額

*1." 

*"$ 

制問

.， {II ~1I 

図表 11
出典:事例・地方自治 第一巻行政改草中の添付資料より
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は同額にすぎない。公債費は伸び率2倍、絶対額1.5倍、

投資的経費は伸び率1.15倍、絶対額1.74倍となって

おり、大津市では投資的経費、人件費が多額の経費

が支出され過去から高い水準にあったといえる。

ここから現在の状態は財政構造がもたらしている

と言え、これらの問題に検討を加える必要があると

指摘されている。附その上で、人件費では職員数が一

団体あたりでも、一人あたりの人口においても類似

都市を上回っており、給与水準も国家公務員を大き

く上回り職員数と合わせ検討すべきとした。

普通建設費では、国の政策と絡み増える児童生徒

の急増への対応など、投資せざるを得ない要素では

あるが、単独事業が多く地方債比率が高いとの結果

がでている。

公共施設は類似都市より上回っているが、需要は

あるはずなのに子どもの保育所収容率が非常に低く、

類似都市と比較しでも市立37.2%、公私立50.7%に

すぎず、対照的に幼稚園の収納率は類似都市と比較

し、市立745.3%と幼稚園は非常に充実しすぎており

保育所と幼稚園の関係から考えるとバランスが悪す

ぎる。

また支所が17か所もあるのは合併の歴史や、縦長

の地形からきた独自のものとはいえ、やむを得ない

とは片付けれないと指摘され、結論として市民の要

望からこうなったのかどうか十分に調査・分析する

必要があるとした。

また、長期的財政視点として、地方債は年々増加

し昭和 1976年度では一般財源比率139%となり、公

債費比率も 10%を超えた状況において積立金は類似

都市の 1/18と、きわめて小さく、特に財政調整基金

の積み立ては不可欠だとしたo

そして、大津市は類似都市よりも税収力が高く、財

政力指数も 0.9--1.0前後にあり、財政力のある富裕

団体であるにもかかわらず、①実質収支高が類似都

市に比べ小さい。②経常収支比率が類似都市に比べ

高い。③積立金の額が低い、という結果に至る。

税収の多い恵まれた歳入構造にあるのに、上記の3

点のような財政事情になる理由として、人件費、物

件費等の経常的経費の額が大きすぎ、次いで普通建

市立

国数 24 

園児数 4183 

3歳 。
4歳 2034 

5歳 2149 

学級数 127 

設事業等の投資的経費は学校建設などに追われ、類

似都市に比べ大きい。つまり、事業のやりすぎとい

う事があげられる。出

よって、この2点を解決しない限り長期的な展望

に立った財政運営は難しいとした。

当時、出版された「事例・地方自治Jではこの報
告を受け、カネを上手に使いさえすれば、結構恵ま

れているのに、場当たり的な姿勢が見受けられ、借

金手形を乱発し、貯金などする気はさらさらなく、そ

のくせ月給だけは他所より高いと表記し、「痛い所を

さらけ出す分析」であると記しているo 16} 

また、当時の議会にて議員から「赤字決算の理由

は景気以外に何があると考えるか」との質問に対し、

山田市長は「施設が類似都市と比べ多い。特に幼稚

園が多い事が一つの理由であると考える」としている。

結果として市の外に向けても提言が出されたのも

特徴である。

外向けのうち聞に対しては機関委任事務による不

当の実態を明らかにし、地方交付税算出の不適正、地

方債制度、地方公営企業の財政運営のあり方について。

また県に向けては県と市の仕事領域について、住

民ニーズが強く負担の大きい事業への補助の有り方

について、市町村への貸付制度の活用についてなど

が提言された結果、財源の拡充の検討、事業の洗い

直し、行政運営の効率化が提言の要旨とされた。

国は提言をうけ地方交付税の態容補正係数の種地

区分について見直し、 1977年当時11億97∞万円だ‘っ

た交付税は 1978年に倍以上の24億23∞万円と跳ね

あがた。

これにより、 1979年度で財政赤字を解消するとし

た計画は 1978年には黒字と転じたのだったo

後に当財政委員会のメンパーの一人は、財政の事

は考えた事もなく財政課がやればいいと思っていた

が、一つずつ財政の仕組みを理解していくという作

業は一番充実した半年だ‘ったと振り返り、財政課か

らメンパーになった職員は自治省流の財政の見方、認

識はあったが市民の側から見た市の台所という視点、

が欠けている事も思い知ったと振り返っている。

また、財政委員会の提言では幼稚園について、充

私立 国立 計

9 34 

1085 177 5445 

105 36 141 

475 72 2581 

505 69 2723 

36 5 168 

図表 12 大津市の幼稚園数 (1975年当時)
出典:事例・地方自治第一巻行政改革資料より
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(千円)

人件費 457.939 
物件費 57，139 
維持補修費 3.451 
その他 965 

計 519.494 

国・県支出金 1.342 
使用料手数料 49.512 
計 50.854 

一般財源 468.640 

一人当たり経費 124.191 
一人当たり一般財源 112，034 

※保育料 12，000円

図表 13 大津市幼稚園の維持管理費 (1975年当時)
出典:事例・地方自治 第一巻行政改革 資料より

実しすぎていると結論づけ「市民が見てわかるよう

にJという観点から幼稚園は、①どのような仕事を
していて、②そのためにどのくらいのお金がかかっ

ていて、③そのお金は誰がどのくらい負担していて、

④そのために市民の負担はどのくらいになっている

のか説明した。

この幼稚園についてみよう。図表12の図から見て

取れるように大津市立の幼稚園に通う園児数の80%

が完全2年保育で市立幼稚園に通い、維持費として、

園児一人当たり 12万4191円かかっており、このう

ち保育料を差し引くと園児一人当たり 11万2034円

の一般財源が使われていることになる。総額で6億

9111万2千円が幼稚園に使われ、ほとんどが一般財

源で賄われているとの報告を公開した。

この財政委員会の報告書には、「このような分析は

市民の方々に財政の実態を理解してもらう財政情報

公開の道をひらく事になる」と記述されている。

他にも、市民一人当たりが負担している費用や、建

設に付随する地方債・固からの補助、の額や割合な

ども市民へ公開し、理解を求め行政需要に対応して

いこうとした。

こういった情報公開への道は当時としては画期的

だったものに違いない。

ただ、後になっても、情報公開という視点は打ち

出されたものの、その視点からの市民参加へつなぐ

ための公開への道は聞かれず結果現在に至っている

のは残念である。

さて、当時の山田市長は役所内部で財政危機を訴

えてまわったo それは庁内だけでなく、支所さらに

は清掃工場へも出向いていった。

こうした姿勢は、次期山田豊三郎市長にもその精

神は受け継がれ、 1983年度の予算については希望者

を募り係長以下の職員に退庁時を過ぎてから説明と

合わせ、節約を訴えに回ったという口

また、市民向けにも自治会などでの集会において、

大津市の財政状況を訴えに回った姿は今も語られる

ことがある。

2-4 現在の大津市の概要

現在の大津市は京阪神都市閣に近い恵まれた立地

条件から、今なお人口が増加し続けており、世帯 l

万3千8百余世帯。人口は34万余人で滋賀県全体の

23.9%の人口を占めている。

H23年度の大津市の人口増加要因は社会的要因増

79.4%、自然増20.6%であるが、その増加率は鈍くなっ

てきており、平成32年の348852人をピークに減少

することが担当部(政策調整部)によって予測され

ている。

産業において見ると一次産業の減少は顕著であり、

工業においても 2∞4年の事業所数324に対し、 2010

年は260と減少しており、従業員数も 13，460千人か

ら11，866千人と減少している。

上記のデータから、大津市は人口こそは増えてい

るが産業としては減少傾向にあり、京都や大阪のペッ

トタウン化が一層顕著に表れていると言える。

学生は、龍谷大学が瀬田にキャンパスを聞き、南

部地区を中心に学生が増えているが、京都や大阪へ

通う学生はまだ多い。

また、観光では来訪者数が1975年度の9∞万人か

ら比べれば微増の 1100万人余り(旧志賀町地区6千

余人含む)であり 1975年から国の人口増加から考え

ると、あまり延びていないと言える。

こういった結果からも予測できるが、歳入の根幹

である市税収入の伸びが見込めない現状にありなが

らも、少子高齢化や景気の低迷による社会保障関係

経費の増加から、大津市の財政は大変厳しい状況と

なっている。

一般会計においては2012年度歳出計102，644，323

千円と 2009年以来4年連続の一千億円を超えている。

地方税収入は 1，697，633千円減の48，499，849千円と税

収の伸び悩みから、財政力指数は0.793と近年では初

めて0.8を割った。さらに前述のとおり、経常収支比

率は 1975年以来37年ぶりに90%代とかなり厳しい

財政運営を強いられている。

そういった財政状況において残念なのは今の大津

市には、過去の財政改革における視点が見られない

ところにあるo

大津市の財政力指数は2012年度決算において0.79

と多少低迷しているが、 2011年度は0.81であり、 41

中核市の中で良いほうから数えて 17位にあり、中核

市として基本的な財政能力が低いとは言い切れなく、

後にのべる多治見市よりも恵まれていることがうか
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図表 14

出典:(大津市決算カードより筆者制作う

H19 

図表 15

出典:(大津市決算カードより筆者制作)

幼稚園費/人口
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図表 16
出典:自治体ランキング資料を参考に筆者制作

また、地方交付税の急な増額や景気の回復など幸

運に恵まれた大津市は、充実しすぎていると評価さ

れた幼稚園に対して改善することなく、実験的な認

定こども園地区を除いては、現在も 1小学校区・ 1公

立幼稚園の基本スタイルを継続している。

対する収容率の約40%程度となっている。さらに、

閣によっては定員 210名のところ、総園児数は9名、

収容率は約4%といった園もある。

こういった非効率的な運営が続いている現在にお

いて、なぜ1小学校区・ l幼稚園の方針が打ち立てら

れ続けているかも理論的に説明できる職員はいなし、

また、当時は保育所とのバランスの悪さが指摘さ

れていたが、現在は教育費全体とのバランスの悪さ

その結果、 2012年度の大津市立の幼稚園施設の定

員は7105人であり、総闇児数は2854人と、定員に
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図表 17 教育費/人口
出典・自治体ランキング資料を参考に筆者制作
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図表 18 1975年(昭和 50年)までの5年と、 2012年 (平成 24年)までの

5年間の経常収支比率の推移比較

区 分

総人口指数

総人口数(人)

年少人口割合(%)

生産年齢人口割合(判〉

老年人口割合(悦〉

75歳以上人口割合(%)
年少人口(O~ 14歳入口〉

生産年齢人口 (15歳~64貴重人口)

老年人口(65歳以上人口)

出政 (大津市決算カー ドよりf医者ilillff.

2013年 2015 2020 2025 2030 

103.8 105.0 105.8 105.4 104.1 

342，281 345，998 348，852 347，569 343，122 

14.6 14.4 13.8 13.2 12.4 

63.5 61.9 60.2 59.5 58.9 

22.0 23.8 26.0 27.3 28.7 

10.2 10.7 12.7 15.3 16.6 

図表 19 大津市の将来人口推計

出典大津市統計おおっ平成 24 11'.概~. より 筆者 í~IJ作

2035 2038 

101.9 l∞.3 
336，000 330，659 

11.9 11.7 

57.7 56.1 

30.4 32.2 

17.0 17.4 
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が浮かび上がり、市民一人当たりの幼稚園費は中核

市の中で l番(図表 15)であるが幼稚園費を含んだ

教育費は中核市の中で下から 3番目 (図表 16)なの

に対 し、幼稚園費だけでみると突出している現状が

見える。

上l円たりとも無駄にするな」と厳しく教えられて

いると言い、 大津・市の財政諜には精神的には過去の

改革が受け継がれている事も被測される。

1975年以降の細かなデータ分析がされずに行政運

営がされてきた結果ともいえる。

ただし、 大津市の財政課職員にお話をうかがうと、

財政部に初めて入った時から 「税金を扱っている以

こういった事から、 2011年度において、人口一人

当たりの地方債残高は 319，507円/人と中核市41市

中 10番目と頑強っていると言える。

また 2012年度の将来負担比率は 53.50%と中核市

では 13脊目に位置し、今も年々減ってきている点は

評価できる。
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図表20 将来人口割合の予測
出典 ・大津市 統計おおっ平成24年概要 より 筆者制作

ただしこれは中核市の中での比較であり国と地方

の財政関係を含んで、考え、さらに経常収支比率の高

止まり状態から考えると安心できることはない。

そうした中、今後の大津市において1975年当時の

ように急激に財政状況が改善するとは読みにくい。迎

由として、 1975年までの大津市と現在の大津市の危

機の違いを経常収支から読み取ると、現在の経常収

支比率は近年ずっと高い状況にあり さらには全国的

に高い状況に陥っていることがわかる。

大津市だけが突出しているとも言えない状況から、

国の制度を含んだ構造的な改革も必要だと考えられ

る。

ところで、 今後の大津市の人口は2035年をピーク

に減少する事が予想されており、人口の増加を追い

風に受けていた財政状況も長続きしないことが予測

され、さらには生産人口の割合は減少が始まっている。

また、伴って老年人口の割合も増加、今後の社会

保障費は増加の一途が予測され、 早急に社会構造に

合った政策の再構築は緊急の課題であるこ とがわか

る。

3章多治見市の改革

3-1多治見市の概要

多治見市はl岐阜県の南部に位置し、名古屋市まで

鉄道で約30分という利便性から、名古屋のベッドタ

ウンとして発展した都市である。人口は 1980年代か

ら1990年代前半にかけて丘陵部の宅地開発が進んだ

事で増え、昼夜間人口比率から見ると就業ーなどで名

古屋などへの流出入口が多い都市である。ロ しかし人

口の推移をみると 2007年の人口 11万7千人余りを

ピークに現在は、人口11万4千人余の4万4千余|比

箭と、自然 ・社会共に減少している。

産業と しては古くから陶磁器やタ イルなど美濃焼

の産地として知られており、市内には由緒ある窯元

や陶磁器に関する美術館、資料館、ギャラリ ーなど

が点在している。附

また、名古屋市の保有する愛岐処分場(総敷地面

積 109ha)の所在地は多治見市諏訪町にあるのも特徴

である。

3-2 多治見市の改革

多治見市の改革の意義は実行可能性を持った行財

政改革にある。一言で言えば「総合計画を行政運営

の中心におき、 「政策主導jによって、自治体の持続

可能性を追求した行政運営を展開している。

では、多治見市はなぜそういった改革を進めたの

か。改革のきっかけは 1996年、西寺雅也市長がl期

2年目のi時に総務部長から「財源がなく、来年度予算

編成ができない」との報告があり、それがきっかけ

になって「財政緊急事態宣言jが発せられ、多治見

市の改革が始まった。

他都市同様に多治見市も 1986年から 1991年にか

けてのパフ唄ル時代に毎年、国 ・地方の税収が増え、そ

れに呼応して財政も拡大することで公共事業を増や

し、また職員の数も増やしていった。

1990年代に入りバブル経済が崩壊した後、これも

やは り他都市と同様に、税収は毎年下がり l時間の経

過とともに財政規模は縮小していき、政策 ・人員に

係る歳出も圧縮していかざるをえなかった。削

さらに、高齢化の進展などによる財政需要が硲実

に増えていくことへ対処をしなければならなくなっ

たことも同様である。

西寺市長が財政緊急事態宣言を出す前の多治見市
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は、人口減少などの兆しが見えていたにもかかわら

ず、市長選挙のたびに大型施設を「目玉」として造

るといった行政運営がなされていた。制

建設費にかかる莫大な費用だけでなく、その後の

維持管理コストの増加と職員の増加、さらには、職

員の増加、起債残高の増大からくる公債費の増加な

ど、多治見市の財政を圧迫していく大きな要因になっ

たのは言うまでもない。

財政緊急事態宣言が行われた 1996年時点での財政

状況は下記の通りであった。

①経常収支比率は89.9%。

②公債費比率19.2%。

③起債制限比率15.0%。

④財政調整基金残高9億2千9百万円。

⑤減債基金残高6億4千百万円。

⑥起債残高は財政規模を上回る02l}

であるo

多治見市は大都市や有力企業などを擁する政令市

や豊田市などとは違い、特別な行財政能力を持った

自治体ではなく、財政力指数も 0.73であり、大津市

の0.79(共に平成24年度決算)よりも低い。

景気回復により税収の増加などが期待でき、一気

に財政を立て直せるだけの能力があるわけではなく、

ごくごく一般の自治体であり、特別の能力を持たな

い都市の財政危機の解決は容易ではない。

例えば豊田市の地方税収はリーマンショックの前

の2008年とリーマンショックの影響を受けた2009

年度決算においては税収において、 340億余り 29%

の減少であり、歳入総額から見た地方税の構成比も

21 %の減少がみられる。これに対し、多治見市の地

方税収においては、 5億円余り 4%の減少であり歳入

総額から見た地方税の構成比も 4%の減少でしかない。

これは、巨大企業が市内に存在する豊田市の弱点

でもあるが、逆に経済が順調に回復した場合におい

ては、税収も純増する事を意味する。

しかし、多治見市のような地方税収の減少が少な

い自治体というのは景気が回復しても、財政回復に

対しては大きな期待ができない。

要は景気の動向にかかわらず、慎重な財政運営が

求められるというとこでもある。

その多治見市は現在、他市の自治体であれば起債

制限額の満額起債している臨時財政対策債を、当初

予算編成時において半分程度しか予定せずに財政運

営を行い、それでも財政調整基金などを一定額上積

みできるほど安定した財政運営を行っている。緊急

事態宣言をおこなった後の財政運営がうまくいって

いる証明でもある。

では、多治見市は先にもあげた財政縮小および高

齢化時代において、財政緊急事態宣言後にどのよう

な行政改革の取り組みをしたのだろうか。

最初に行ったのは、財務債権目標を明確に設定し

たことにある。

0市債発行額を歳入総額の8%以内にとどめる

O財政調整基金を 10億円確保する
O土地開発公社への債務負担行為の 54億円を 40億
円以内に抑える。

O人件費、公債費を削減する
O事務事業における受益者負担を見直す。

O補助金を削減する m

などで、行財政改革を訴えるにおいてはある程度当

たり前の取り組みと言っていいものである。だが、多

治見市はそこから改革の道を一歩先へ進めた。理論

的な改革手法を構想し、一歩ずつ着実に改革の道を

歩まないと、単なる行政のスリム化にとどまり、本

当の意味での財政健全化や行財政改革への道は開け

てこないからだ。

そして理論的な改革手法が必要になる訳として、今

の財政危機は単に政治や行政の怠慢のみで起こって

いるわけではない現状があげられる。

たとえば「神野直彦J東京大学名誉教授が書いた「財
政学Jによれば、「今のように税金の支払いの多少に
関わらず投票できる普通選挙制度ができた結果、大

衆民主主義が成立にともない、現代の民主主義シス

テムは多元的な利害によって議会の利害調整が困難

になり、議会は財政に多元的利害を盛り込みあう「戦

場Jとなってしまう」とし、「政治家も大衆も公共の
利益を掲げながら、自己利益を追求するために安易

な経費拡大が生じて、財政赤字が慢性化するjと記

されている。

さらに、こういった財政膨張は政府の失敗として

提起きれ、議会民主主義にもとづく政治過程は「悪

魔の見えざる手Jに導かれるとさえ述べられている。
そう、現代の民主主義は制度的な課題として財政

膨張の可能性を確実に打ち消すだけの能力を有して

いないのである。

そして財政危機だといって、あわてて単なるリス

トラ的な改革だけに終わってしまうのであれば市民

にとっては行政サービスの切り下げや、サービス料

金の値上げ、職員には疲弊感をもたらすだけで一過

性の改革にとまり、成功にはいたらない可能性が多い。

現実に多治見市においても、緊急事態の解決を先

送りしないという市長の判断のもとで行った、補助

金の一律カットや福利厚生費のカットなどの経費削

減案への市民の反発は大きかった。しかしこの経験

から財政を分かりやすく、常に市民に公開すること

の重要性、また公開するだけでなく市民と共有する

ことの大切さを多治見市は教訓として得たという。

3 -3 r多治見jモデルの特徴
多治見市は、財政緊急事態宣言による情報公開と
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市民参加を最初の取り組みとし、「第5次総合計画

(2∞1年一 2010年)Jの策定にあった。
この総合計画づくりが多治見モデルの根幹である。

その先駆性は次の6つの特徴に挙げられる。

①徹底した市民参加・職員参加による策定手続を確

立した事。

②総合計画(政策)にもとづく組織編制が行われた

こと。

③一本の計画で「基本構想」・「基本計画J.f実施計画J
を統合したことo この中に基本構想・基本計画・

実施計画がコンパクトにまとめられている。

④進行管理を「実行計画シート」によって公表して

いること。

実行計画シートとは、実行計画のもとにあるそれ

ぞれの事務事業ごとにシートが作成されており、 5

年間の計画と各年度の達成度が明記され進行管理

としてホームページで公表されている。

⑤総合計画による財政・予算編成のコントロールが

行われ、財政主導の予算編成から政策主導の予算

編成に転換させたことであり、この点が多治見市

の改革の最大のポイントであるom

⑥条例は単なるお飾りではなく、つねに、実効性を

追求する。そのため絶えず見直し、改正が加えら

れている。

以上の6点が、多治見モデルの先駆性として上げ

られる。

多治見市は、財政目標の設定とともに徹底した情

報公開と市民参加の取り組みが行われている。

第5次総合計画の策定にあたっては計画を審議す

る市民委員会 (9人)と、基本計画の骨格にあたる 5

つの政策領域ごとに「市民懇談会J(50人)が設置さ
れ「討議課題集jが作成されている。

また職員側において部長職以上の「策定本部会議」

と各職場から集めたワーキンググループによる「討

議課題集Jの策定によって多治見市の抱える市制課
題の全体像を明らかにしている。

そして2つの課題をつきあわせる事で多治見市の

課題がよりリアリティーを持って市民と職員に共有

される回路がつくられた。

さらに、討議課題の前段階に地域生活環境の現状

を地図情報に落とした「地域生活環境指標地図Jの
作成があったのも特質すべき点である。制

その他においても、 H9年9月制定の情報公開条例

によって情報公開制度の確立をはかり、財務状況の

実態を市民と庁内に対して明らかにした。

多治見市の情報公開制度は、見せることが出来る

資料はすべて市民にも見せるといった精神であると

同時に、それは誤った対応をしたときに、行政職員

が情報操作などでごまかすことなく、真撃に謝るこ

とができるかであり、いち早く再発の防止にも繋がっ

ていく。

また市民参加といっても市民に対し丸投げや、行

政の責任放棄にならないようにするために、議事録

はすべて公開され、さらには市民参加の方法に対し

ても毎回試行錯誤が繰り返され、市民と行政それぞ

れが役割を変えていく事につなげた。酎

さらに、総合計画策定の他においても、さまざま

な市民委員会を立ち上げるなど市民参加を積極的に

推進してきたが、この市民参加を実践的に遂行する

ため、多治見市市政基本条例や市民参加条例等を制

定し、市民参加の機会を計画から実施、評価まで政

策過程の前段階で実施されている。

市政基本条例は平成 18年第5回多治見市議会定例

会において制定された。ただし、多治見市の自治体

基本条例はすんなり議会で採決されたわけではなく、

議会で2度の継続審議を経るという難産の末に成立

している。制

西寺市長(当時)はこの難産の理由を、議員たち

にとって条例案本体が問題ではなく、行政が他に例

を見ないほど厳密に総合計画に基づいて行政全体を

コントロールしていることへの反発が基本条例の廃

案につながったのではないかと述べている。

計画から予算編成に至るまで、事務事業の選択・

決定に議員が関与出来ず、条例によって手足を縛ら

れるのに反発したに違いないと思ったからだ。

しかし議会本来の権能を考えればそんな事にはな

らず、細かな政策に対しては地方自治法上から考え

ても権限はないが、議会は市の方向性などを決める

事ができる。

地方自治法の第九十六条では、 fl.普通地方公共団
体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければなら

ない。Jとされ「一 条例を設け又は改廃すること。J
とある。

よって議会が必要と考える施策に対して議会が条

例を制定する事ができ、その条例に沿って執行部(行

政)は議会に予算案を提出、それを見て可決や修正・

否決が可能になるわけで、議会の持つ本来の権能は

法律において確保されている。

しかし、こういった反発はどこの議会でも起こり

うる議論だろうと西寺市長は記しているom

さてこうして多治見市では財政緊急事態宣言を契

機として、財務目標の設定と市民に対する徹底した

財務状況の公開を行うとともに、市民参加による行

政運営をめざして改革をスタートさせた。

そして、「総合計画」の実現を効果的、効率的に推

進するために、「行政改革」及び、「組織改革Jまた、
それを実行する「人材育成Jを1セットにした改革
を多治見市版の「三位一体改革Jと呼称して実行し
ていった。

総合計画は、本来自治体行政における最高位の計
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画であるはずだが、一般的に自治体ではよく、相当

な時間と予算を費やし分厚い冊子の総合計画として

完成されるが、具体的な目標が書かれておらず、完

成したとたんに神棚に飾られているケースも少なく

ない。(現在は平成 23年5月2日の「地方自治法の

一部を改正」によって、基本構想の法的な策定義務

がなくなり、策定及び議会の議決を経るかどうかは

市の独自の判断に委ねられることとなった。)

多治見市の場合は総合計画を本来の最高計画との

意味合いをもって策定している。しかも、内容は実

にコンパクトにまとめられている。

多治見市の第5次総合計画の冊子は資料を含めて

170ページ程度であり、そこに「基本構想Ji基本計画J
「実行計画Ji付属資料」がすべて収録されている。し
かも、総合計画は行革大綱や指針、予算などとリン

クし、総合計画を起点として、行政全体をコントロー

ルするシステムが構築されている028)

特に、多治見市の特徴は政策領域の基本骨格が既

存の縦割り行政を軸としていなし)0

「討議課題集」から出た地域社会の実態をふまえ総

合化された政策の柱となっているため、地域社会の

変化につねに対応するために、組織が柔軟に組み変

えられるべきものとされた。

要するに、総合計画に記載された各事業が具体的

に実現できるような、実行力を持った、自治体全体

の行動指針となる総合計画づくりを行政経営の基軸

にすえ、総合計画によって施策を統制し財政改革指

針で財政の規律を守り、行政改革大綱で行政の量と

質の改革に取り組むことによって、堅実な行財政運

営を実施してきているのであるのであるロ

また、そうした運営を支えるため総合計画に行政

改革・組織改革・人材育成計画とリンクされており、

この三つがlセットとなり財政縮小時代における厳

しい行財政の運営に対し、問題意識を明確にして対

応する内部システムを確立させている。

この手続きの中で、たとえば実行計画にはない新

たな政策や予算は庁内の「政策会議Jと「市民懇談会J
の承認がなければ、市長といえども勝手にできない

仕組みをつくられた。

そうする事で利害関係政治と縦割部局主義による

不合理な政策・予算の固定化あるいは恋意的な拡大

を防ぐ仕組みを形成した。

このような厳格な手続きを市長はじめ組織全体に

課す経験をふまえ、 2∞7年12月議会において「健全
な財政に関する条例Jが成立した。
この「健全な財政に関する条例」によって、多治

見市において財政非常事態宣言から始まった一連の

財政運営の指針や手法が、今後も継続していくこと

が担保されたと言えるのではないだろうか。

健全な財政に関する条例は、単に財政の健全化の

ためにのみ定められたものではなく、市が取り組ん

でいる「市民自治による市政の運営」を財政面から

支えるためのものになっている。

そのため市の運営の理念・原則を定めた市政基本

条例、市の政策の基本となる総合計画とともに市政

の運営を支えるための基本的な条例として位置づけ

られている。この理念に基づき、財政運営を信託さ

れた首長および議会は、健全に運営する責任はもと

より、まずは主権者である住民への説明責任を果た

すことが基本である。

また、住民も自らの信託と負担に基づく自治体財

政に関心を持ち、主権者として首長および議会に財

政運営の責任を問い、説明責任を求めることがまず

必要である。

さらに、自治体に期待する役割とそれに伴う住民

負担について責任を果たすことが、より実効的な財

政の健全化に必要である。

4章多治見市と大津市の

改革の共通性、相違性

4-1 改革の共通性

O背景にある財政危機

850年代の大津市の改革と多治見市の改革における

共通性。

両市の改革は幾点かの共通性が見受けられる。ま

ずは、背景としての財政危機である。大津市は約2∞
億円程度の決算において9億円余もの赤字を出し、さ

らに経常収支比率が90%を超える危険水域に達して

いた。

それは、小手先だけの財政緊縮では赤字解消には

繋がらない事が証明されていた。

多治見市の場合は経常収支比率が90%にせまり、

起債残高が財政規模を上回り、公債費比率 19.2%、起

債制限比率 15%、財政調整基金残高9億2千900万、

減債基金残高6億4千100万円など危機が見え隠れし、

更には人口減少や少子高齢化と近い将来において自

治体運営の持続維持性が保てなくなる事を明確に示

す事になりが財政緊急事態宣言を発令することに繋

がった。

両市ともに財政的な視点において、将来に対する

危機感が改革に繋がったと言える。

0情報公開 「痛い部分もさらけ出す」

財政危機において、小手先の改革ではダメだとい

うことを両市とも認識している。

それは「突かれると痛い部分もさらけ出さなけれ

ば再起はないJという言葉が残されている大津市に
おいてもそうだが、多治見市でもそういった感覚は

あった。

とくに両市とも市民に解りやすい財政状況を公開
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することに積極的であったのは、現在の議会民主主

義において、一面では避けがたい財政膨張性への対

応として、財政状況の実態を明らかにした上で、最

後は主権者である市民に決めてもらうとの考えも

あったのではないか。

0市民参加
両市は市民参加と情報公開を積極的に取り組むこ

とに積極的であった。

大津市の改革においては、幼稚園運営や支所の数

においてバランスがあまりにも悪いとされ、加藤一

明教授の教えにより、こういった事は市民が議論出

来るように市民に解りやすく、何にいくら使ってい

て、その負担は誰がどの程度負担しているのかを見

えるようにする必要があるとし、幼稚園運営の情報

を公開している。却

また、市長自らが財政状況について市民と対話し

ている。

多治見市においては、情報公開条例によって包み

隠さず、さらには意思決定における議論の内容まで

公開するようにされている。

たとえば、多治見市の財政状況として公開される

財政状況は他市では通常年に 1回だけなのに対し、多

治見市は年に 2回公表され、その内容は細かく予算

の執行状況や、補助金はどんなのがあかいくら使

われているのか、また細かな表が付け加えられてお

り、市民にも極力わかりやすくしている。

また、改革の中心においても市民参加条例によっ

て細かく規定されており、条例の3条において「市

民は、市政の主権者であり、市政に参加する権利を

有することにかんがみ、市民参加は、多くの市民の参

加機会を保障することを旨として行われなければな

らない。Jと市民が主権であることを明記されている。
さらに重要な案件の場合、 6条と 7条において審議

会において市民参加を義務化する文面が付されてお

り、その議論に至るまでも議会に報告が義務つけら

れている。

これにより、議論の公開がなされていると言えるo

なお大津市においては市民参加条例だけでなく、自

治基本条例も持っていない。職員の意識を高めるだ

けでなく、財政規律を高める上にもこれに近い条例

の制定は欠かせないと思われる。

0職員の意識改革
大津市の場合は、改革の中心に若い職員を添え職員

一丸となって事に当たることを目的とされているo さ

らには市長が自ら職員に対し、本庁だけでなくあちこ

ちの出先機関に節約と現状を訴える事を行っていた。

多治見市は三位一体の改革の中に職員の意識改革

を入れており、改革の中枢においている点があげら

れる。

0計画財政と分析

両市とも財政計画を立てることを意識している。

大津市の場合はそういった計画自体の存在は残さ

れていないが、後年に加藤芳太郎教授が大津市で行っ

た中期財政計画の手法を「予算論研究の歩み」の中

で語っている。

多治見市においても財政指標毎に基準値と目標値

を設定し、見込み数値及び実績値と比較、検証する

という形をとっているため、事前計画と事後評価が

セットになっており、この作業が総合計画、中期財

政計画、予算、決算のそれぞれの段階で行われている。

逆に両改革ともに財政計画を策定するためには自

らの財政状況や自己分析、さらには将来に対しこう

いった構造になるだろうとの比較がされている。

0企画と財政の統合
ここで注意する事は「財務目標の設定」と f財務

情報の公開Jである。言葉でいえば当たり前の様に
聞こえるが、実はこれが大変難しい。

財務情報の公開も悪化の原因を税収減などの外部

要因に集約する「失敗のいいわけをするための情報

公開jと「失敗の原因をさらけ出す情報公開」の二

つがあり、後者を進めなければならない。

なぜならばこれをやらないと改善の課題と目標が

明確にならないうえに、実現可能な「財務目標の設定J
など出来ないからだ。

大津市においては財政委員会が実は加藤芳太郎教

授の意図として、財政と企画の統合が計られていた。

財政と企画の2課だけではいろいろと不都合があ

る事から、出納部門などが加えられ財政委員会を立

ち上げている。

多治見の改革においては組織改革によって企画と

財政だけでなく、すべての部署が一つの枠の中に入

札縦割り行政の改善と計画的な行政運営から統合

されているが、未来を見る企画と現在を見る財政が

一つの枠組みの中にある事は変わりない。

4-2 大津市の改革と多治見市の改革の遣い

O時代と構造の背景

1975年度においての財政危機は、オイルショック

による経済危機が主要な原因であり、さらには、人

口の増加に伴う学校施設などの建設が増加した事に

よる大津市の行政運営(管理)のあり方が問題であり、

地方債の乱発などが要因のーっとして挙げられるo し

かし結果として一過性のものであった。

多治見市における財政危機は、選挙のたびごとに

増えた公共投資とその維持管理・交際費などの増加

に加え、経済の長期低迷による地方債の増加に加え

少子高齢化が及ぼす福祉費用の増加があげられる。

さらには高度経済成長期にあった公共施設の老朽

化や国の保障能力の低下が及ぼす危機など、日本の

社会構造そのものが背景にあった。
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0財政管理システムとして改革を作りあげたか、意
識として残したか。

多治見市の改革は総合計画に始まり情報公開条例、

市制基本条例、財務条例とすべてが財政と緊密にリ

ンクすることにより将来財政への責任を持っている。

いっぽう大津市の場合は、結局意識改革と一過性

の改革でしかなく、システムとして組みあがってい

なかった所に多治見市との相違性があり、それが改

革の技法が今に残っていない理由であろう。

パプル経済としての追い風があったとは言え、経

済は上がり下がりするのが2回のオイルショック時

に経験しているわけであり、当時から財政調整基金

の積み上げが少ないことや、行政規模に比べ、サー

ビスが過剰であることは指摘されていたことである。

またいったん行った行政サービスは情報公開と市

民参加によって、市民に議論してもらうといった考

えも持ち上げられていたにも関わらず、その制度が

現在に残されていないのはシステムとして作り上げ

ていない事に他ならないのではないか。

確かに大津市は中核市の中ではそれほど悪い財政

指標にはない。

しかし、過去に大きな財政危機の経験があった都

市としては物足りないものがある上に、じわじわと

経常収支比率が上がっている中においても、財政分

析がおろそかである。

議会の一般質問において、他市との比較において

何が多くて何が少ないかとの聞いには財政調整基金

などの基金が少ないとし、債務残高も少ないとした

だけに留まっているところから見ると、先にあげた

幼稚園費と教育費におけるバランスが悪い関係など

は分析が進んでいないものと思える。

まとめ

自治体の財政改革のあり方の考察

日本の自治体財政は国家財政に強く依存している

ため、国が財政危機に陥れば必然的に地方も財政危

機に見舞われる。国・地方あわせて 1000兆円の借金

をかかえた危機的状況にある日本において、どちら

が先に崩れでもおかしくない、ダブルリーチ的な状

況に置かれていると言える。

歳入と歳出の構造に重要な課題が残され、国と地

方の絡まりあった関係にある日本の財政は小手先だ

けの緊縮財政などではどうにかなるような問題でも

ない。

歳入では経済の停滞だけが問題ではなく、少子高

齢化によって生産人口の減少といった経済や財政の

担い手の減少、さらには担い手の負担増加によるさ

らなる経済の停滞が予測される。また歳出において

も少子高齢化による社会保障費の増加は深刻な問題

として固と地方にのしかかるのはもはや明白の事実

であるo

さらに高度経済成長期において建設された公共施

設は建て直しゃ修繕、さらには維持に係る歳出とし

て、急速なる歳出の増加が予測される。

本来であれば、こうした状況の前に、議会がその

権能を発揮し、議会に求められた議事機関としての

役割を大いに発揮し、議会での活発な議論を通じて、

自治体の向かうべき方向をさぐり、財政的な整合性

をはかり導く事が期待される。

ただ、議会改革はいまなお手探り状態であり、自

治体の改革は大津市の事例を含め30年以上も前から

各自治体の執行部主導において進められるのが実態

であり、多治見市のような先駆的事例を導き出して

いるo

そういった意味では行政改革における研究が議会改

革よりも先行しているともいえ、行政改革によって議

会改革を導いていく事も期待されるところにある。

現に多治見市では反対ばかりの議会が、「健全な財

政に関する条例」において積極的に応援した議員が

出てきた。

このことは、行政改革において執行部の役割と議

会の役割、そして市民の権利をきちんと整理してい

けば、議会がどうあるべきか、議員自らが考えてい

く可能性を示唆しているとも言える。

しかしながら、何度も述べている小手先の改革で

は本当の意味での成功は見えない。

だからこそ、新・旧による改革手法を紐解いてい

けば必ず、そこから光明は見えてくるようにも思える。

まず、何より重要なことは、早急に個々の自治体

自身が、迫っている危機の本質に気づき、危機感を

持って事にあたることが必要だということである。

日本の地方自治体は大小約 1800もの自治体から

なっており、個々の自治体において歴史的、性質的

な背景や、社会構造の違いがある D だから、国が示

す指針は全自治体すべてに当てはまる訳でもなく、さ

らには先駆事例の模写でも成功するとは限らない。

しかしながら、改革に至るまでの手法や理論的な

改革の手段はいかなる自治体であろうと有効に機能

する。

まず、改革の最初にやるべきは市の状態や構造、歴

史背景、また行政運営において痛いところなど全て

をさらけ出す覚悟で改革を行う必要があり、隠すと

ころなくさらけ出した状態において色々な角度から

の分析、そして中期的な展望を持ち計画を立てて行

く事が必要になってくるo

中期的な計画を立案実行するためには、両市とも

財政と企画の両部署の連携に目を向けているところ

も見逃しではならない。

今を見る財政と未来を創る企画との繋がりが、地



提唱されていたのは間違いない。

国の構造的な改革を推し進める手法として、さら

には成熟した民主主義へと向かうには、理論的には

地方分権だと多くの論者が主張する。その来るべき

地方分権においての方向性は市民参加や住民主権が

本質とされている。

逆にそうあるためには、市民が一定の政治的な理解

と財政的な広い視野での発想が要求されてくるだろう。

そういった意味においても、市民参加と情報公開は財

政改革において視点の中心に置く必要がある。

要は先に挙げた、大津市と多治見市の改革の共通

性が今後の財政危機を克服する骨格に当てはまるだ

ろう。

ただし大津ではそれが継続しなかった。その継続を

確保するためには多治見市がおこなったシステムの開

発がその一つの手段と示唆していると私は考える。

また、重要なこととして、多治見市は条例やシス

テムを絶えずチェ ックしながら改善しているところ

も、見逃してはならない。

多くの自治体において条例は一度作ってしまうと、

あまり見直されず、棚上げされることが多い。しか

しきちんと実行していこうとすると、不都合や改善

点、さらには他の条例として分裂や逆に他の条例と

のリンクを量る必要性がでてくる。

他の例においても、 自治基本条例の第一号として
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方財政の持続維持には求められるからだ。

また、それを実行するにおいては行政職員全員が

危機感をもっ必要性に迫られる。

よって、 全職員にどのように危機感を共有させる

かであるが、大津市ではヒラ社員による財政委員会

と市長の|時間外説明会によって職員の意識改革を

行っfこ。

また、多治見市においては組織改革 ・人材育成計

画との三位一体の改革によって、職員の意識改革、さ

らには役所そのものを変えようとする取り組みを

行った。

さらに、そこに住む市民自身の意識改革も同時に

行うべき と、新旧改革は示唆している。

リストラ的なコストカ ットを進めているだけでは、

市民反発も大きいことは想像するに容易く、そういっ

た市民反発を呼だけの改革だけでは、改革の遂行す

ら危ぶまれる。

改革意識の根底に市民のための行政であるという

理想に支えられていなければ、単なるコストカッ ト

だけになり改革の本旨から外れていく。

そういった中において両市とも、市民に対し情報

の提供を積極的に行うことを指示した。

また、市民参加を呼び掛けている。

大津市は両方ともに頓挫しているが、改革の方向

性においては市民に対しての情報公開と市民参加が
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図表 21 市町村総計 ・大津市・多治見市の経常収支比率の推移
出典各年度地方財政自由、大津市-多治見市決算カードより 鐙者制作
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(単位向)

lE 行
年度

可自差額
実借入額

うちi旨笠原‘町
日費iI額 年度末設高

借入額
元金分 利子分

HI3年度 513.010.000 80.600.000 80.600.000 。 80.600.000 

HI生年度 1.059.51:l.000 160.000.00日 160.000.000 938.212 938.212 240.600.000 

HI5年度 2.304.041.000 し137.200.000 315.200.000 1.929.276 1.929.276 1.377.800.000 

HI6年度 1.563.541.000 1.553.000.000 263.000.000 12.5~5.9&2 1 2.5~5.962 2.930.800.000 

HIT年度 1.277 .928.000 902.000.000 131.200.000 59.596.332 31.440.588 28.155.7H 3.801.359.412 

HI8年度 1.140.303.000 780.000.000 ---160.H3.827 11 3. 74Ui6 46.596.351 ~ .46i.品1 1.936

HI9年度 1.034.57し000 435.000.000 ---238.020.519 179.648.195 58.372.324 4.722.963.741 

H初年度 969.033.000 428.000.000 ----260.972.658 197.485.934 63.486.024 1.953.477 .807 

H21年度 1.503.974.000 850.000.000 -----311.454.841 240.663.573 70.791.268 5.S62.814.2H 

H22年度 2.442.412.000 800.000.000 ---358.449.467 281.968.797 76.480.670 6.080.845.437 

H23年度 1.907.179.000 300.000.000 -----388.743.653 307.067.185 81.676.468 6.073.718.252 

H2i年度 1.983.819.000 950.000.000 ----411.80o.760 332白Ili.IH ï~ .689.6 1 3 6.691.661.105 

H25年度 2.148.609.000 l.l 00.000.000 473.9i4.000 379.8H.000 94.l40.000 7.411.827.105 

19.948.053.000 9.475.800.000 2.678.775.567 2.063.972.595 614.802.672 

※H25年度の借入額及び償還績は、子算額を記量産してい主す.

|新可能額一実借入額= 10.472瓜 ω

臨時財政対策債の借入状況

出典 多治見市より情報提供
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図表22 市町村総計 ・大津市 ・多治見市の基金と地方債の割合の推移
出典 .各年度 地方財政自信、 大filtrli・多治見市決鉢カ}ドよ り ~Jt者制作

知られるニセコ町の「まちづくり基本条例」もH13

年に施行したあと、一次改正 (H17年)二次改正 (H22

年)と見直されている。

逆に言うと、一過性の改革条例 (システム)なのか、

本質的な改革なのかがこういった所で見え隠れする

のかもしれない。

もちろん、多治見市における改革も今後の社会 ・政

治状況においてどうなって行くのかは未知数である。

よって、こ ういった改革を継続し続けていく ため

には、 やはり市民によ る監視と市民による持続維持

性への要求が不可欠で、あることは間違いない。

さらに、多治見市の行財政改革から見えてくるこ

とは、危機感を持ち、どういう状況にあるのかを正

確に実情を把握し、 それに対して、 どういう取り組

むための庁内システムをつ くったことである。 こう

したシステムを役所内部でつく り、 そのシステムを

市長以下がしっかり守り維持する ことで、経常収支

比率を大き く改普することができた。

1996年度決算において、経常収支比率が著しく 高

くなった多治見市は改革のあと、明らかに経常収支

比率が安定した。

しかし近年、大津市に迫る勢いで経常収支比率が

や11びてきているのがう かがえる。 しかし、 これは多
治見市の将来世代への考えが表れてお り、ここでは

見えない臨時財政対策債とのカラク リがある。

|臨時財政対策債とはその性質上、発行しないと経
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常収支比率が押し上げられてしまう。

その中で、多治見市は臨時財政対策を予算編成時

に半分程度しか発行しないと決めている。

また、決算時においても発行しなくていい対策債

は極力発行しないとしているo こうした取り組みを

ふまえ、あらためて多治見市の財政状況をみれば経

常収支比率は今も大津市や全国と比べてもはるかに

良好な状況である事がうかがえる。

今、地方自治体にある財政危機は実はまだまだ、改

善の余地があるはずである。そのことは、財政力指

数がそれほど良くない多治見市における実践的改革

が何よりも雄弁に語っているように思う。多治見市

と同じような意識改革を行うことが出来れば、多く

の自治体で財政健全化を実現できる可能性を持って

いるはずである。多治見市の財政データの経年変化

からそのことはいえる。

しかし、そのためには財務状況の背景にある財政

運営の実態把握と、先ほど述べた右肩下がりの時代

に対応して、最悪の事態を折り込みながら行政経営

にのぞむ必要がある。

最後になるが多治見市の財政の健全を示す数値と

して、多治見市の積立金と市債の割合を全園、と大

津市と比較してみるo 多治見市は市債残高の約半分

の額が基金として積み立てられており、大津市は

15%程度、全国にいたっては7%ほどしかなく(図表

17)、多治見市の財政運営が将来負担とどう向き合っ

ているのかも、この数字からもはっきりと見えてくる。
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